


はじめに

　葬儀業界は、コロナ禍を乗り越え新たなステージを迎えています。コロナ禍で環境に対応し収益体

質を強化できた会社と環境に対応できず赤字になった会社。この環境適応力がアフターコロナにおい

て収益力で大きく差がでています。 

　特に大きく差がでているのが、葬儀式における二日葬の割合です。コロナ禍では、葬儀を行う方の

多くが一日葬を選択し葬儀社としても一日葬を進めていました。そのため従業員も通夜なしの運営体

制に慣れたことで自然と一日葬を進めるようになってきました。 

　しかしながら葬儀単価の観点からみると二日葬と一日葬では平均単価が８万円～１０万円ほど二日

葬が高くなっています。この差をみすみす許していることで、収益力に大きな差が生じています。 

　さらに、コロナ禍で定着した胡蝶蘭の喪主花販売においても、営業力が高い会社は施行に対して

６０％～７０％、普通の会社で５０％の販売実績があり、アフターコロナにおいても継続しておりま

す。 

　このようにアフターコロナにおいて、収益力を高めた会社とそれ以外の会社においては、大きく差

がついています。 

　時は流れ次の時代向かいます。経営者はいつも変化の先を読み、経営の舵取りをしていくことが求

められます。次の時代に適応するために、「羅針盤」が必要であり、少しでもお役に立てればと「葬

儀社経営の羅針盤」を執筆いたしました。 

　今この時に変化に対応できる経営を行なうことが出来れば、これから訪れる次の時代で、必ずや強

い会社になり「地域一番店」を確立できるものと信じています。 
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　コロナ禍において単価は下がり、経営に大きく影響を及ぼしました。その中で、アフター強化や参

列しない人たちからの売上 UP などさまざまな工夫が生まれました。特に大きかったのは胡蝶蘭の喪

主花販売やオンライン訃報拡散による弔電や供花受注などが収益を下支えしました。 

　そしてアフターコロナにおいては、どのように変化がおきるか新たな公式を定義してみました。 

 

　　　　　　　　　　　　　　　

　新公式のポイントは、いよいよ生前から収益を上げる事業が見込めるようになります。10 年くら

い前に「終活」「エンディングノート」が流行った時は、ボランティアに近い感じで収益に結びつか

ずそうそうに終焉してしまいました。いよいよ２０４０年までの多死社会を迎え本気で取り組む時が

来ました。

　さらに、業務を支える従業員の労働環境がとても重要になります。生産労働人口が減少する中で人

材確保をするのはとても難しくなり、また業務を覚えた社員をどれだけ定着させることができるのか、

新たな仕組みを考えることが重要となります。

本書は、項目毎に詳細な説明を行ない、すぐにでも実行できるようまとめていますので、これと思っ

た項目を即時実践に移してください。

　コロナ禍での葬儀社経営の公式
葬儀社の売上　＝　施行件数　×　（単価　＋　アフター　＋　葬家外売上） 

Ⅰ．葬儀社経営の新公式（全体像） 

図 1  葬儀社経営の新公式 

社内環境・従業員満足度

施行件数
＋α
生前

単価 喪家外売上＋＋＋ × アフター
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2　　賃金上昇による人件費増加

3　　葬儀業界の人件費抑制と人手不足対応

Ⅱ．葬儀業界における DX 化（生産性向上に向けて） 

1　　日本での労働人口の減少

未経験、スキル未取得人材の活用
従来採用しなかった労働者を積極採用・育成・戦力化

生産性を上げて葬儀施行を効率化
既存従業員の時間あたり労働生産性を上げる

仕事体制

業務の標準化 適材適所に配置 分業体制 情報共有

デジタル化・DX

図 2  葬儀業界の人件費抑制と人手不足対応
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4　　ＤＸ取組状況 

図3  デジタル化・DXの取組状況(2022年)

注：% は中堅・中小企業等での
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N=6,620
業務レベルを超え、デジタル化によるビジネス
モデルの変革や競争力強化に取り組んでいる状
態、DX に取り組んでいる段階

段階 4

ツールを活用し効率化やデータ利活用等を目的
とした業務改善が始まっている、デジタライ
ゼーションに取り組んでいる段階

段階 3

アナログな状況から、デジタルツールを利用し
た業務環境に移行している状態、デジタライ
ゼーションに取り組んでいる段階

段階 2

紙や口頭による業務が中心で、デジタル化が図
られていない状態、全く未着手の段階

段階 1

DX 認定事業者への各種支援措置
1.　DX 認定制度ロゴマークの使用
2.　税制による支援措置 ＜DX（デジタルトランスフォーメーション）投資促進税制＞
3.　中小企業を対象とした金融支援措置
4.　人材育成の訓練に対する支援措置＜人材開発支援助成金（人への投資促進コース）＞

5　　ＤＸ認定制度
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1　　施行経路でどこを伸ばすか

2　　ＷＥＢ入会会員を増やす

3　　施設からの紹介を増やす

＜これから重要な三本柱＞
１　会員（特にＷＥＢ入会会員を増やす） 
２　施設からの紹介 
３　ホームページからのＷＥＢ受注 

Ⅲ．施行件数の注力ポイント

長期：入会者全体の 20％目標
２０２４年：前年比＋ 2% 目標
▼例

前年実績：１, ０００件の入会の内 WEB 30 件（3％）

今年の目標 : １, ０００件の入会の内 WEB 50 件 

（３％＋２％＝５％）
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4　　ホームページからの受注を増やす

▼例

前年実績：１, ０００件施行の内 WEB 受注 30 件（3％）

今年の目標 : １, １００件の施行の内 WEB 受注 55 件 

（３％＋２％＝５％）

長期：受注全体の 20％目標
２０２４年：前年比＋ 2% 目標
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1　　葬儀の比率を見る

2　　提案力で単価に差が開く 

Ⅳ．単価の注力ポイント 

コロナ禍 現在
直送・火葬 40% 30%
一日葬 42% 21%
二日葬 18% 49%

二日葬の方が
・葬儀単価 80,000 円以上多い
・供花の本数が二基以上多い

㈱きずなHD　第 2四半期報告

　…その結果、葬儀件数は6,273 件（前年同期比 537件の増加）、仲介件数も含めた葬儀取扱件数は6,643
件（前年同期比 377件の増加）となりました。うちオリジナルプラン件数は2,006件（前年同期比698
件の増加）、葬儀件数に占めるオリジナルプラン件数の比率は32.0%（前年同期は22.8%）となりました。
また葬儀単価は、オリジナルプラン比率の上昇等により、858千円（前年同期比８３千円の上昇）となりま
した。
（注）オリジナルプランとは、「ひとりひとりに合った葬儀の実現」という新しい価値の想像を目指し、

2016年より開始した当社独自のオーダーメイド型の葬儀プランであります。通常のセットプランと比較し、

高付加価値・高単価な商品であり、主に顧客満足度や葬儀単価向上の指標としております。
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オーダーメイド葬の例

ライブ会場 赤いバラの祭壇

切り口：会場・祭壇・音楽・装飾・映像　など

生演奏

棺の周りを愛用品で装飾 野球好きの方へ献球 動画制作 ペット参列可能

３　　目指すべき指標

オリジナル葬・オーダーメード葬など「こだわりのお葬式プラン」
基本プラン選択　＋　想いを形にする提案

目標：（葬儀式の内）
　　　５年後　３０％
　　　今期　１０％

式施行３００件 → ３０件
式平均　＋１００, ０００円

・提案力強化

・従業員スキル UP、やりがい UP

・品質向上による他社との差別化

Ⅴ．アフター４本の矢 

１　　アフターの目標設定 
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長期 ： 会社全体収益の 20% 目標
2024 年 ： 会社全体収益前年比 +2% 目標

２　　アフター４本の矢 
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Ⅶ．すぐに「決断」と「行動」する！ 

㈱エンディング総研
㈱コンサルティングファーム
代表取締役／中小企業診断士

家族葬のファミーユで取締役 として経営に関わり、その後、葬儀
業界専門のコンサルタントとして独立。葬儀社の売上ＵＰを得意と
し、全国に多数のクライアントをサポートしております。

小泉 悟志




